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から考える再生可能エネルギーの論点 
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資料３ 



1.再エネのもたらす便益の信憑性 
1. 環境特性：『再エネ推進によるCO2排出量削減』 

• ”ドイツの2013年CO2排出量は過去5年で最高値の8.34億トン”（参照：
日本エネルギー経済研究所，「ドイツのエネルギー市場の課題と欧州での
供給力確保・送電投資に向けた取り組み」） 

• ”CO2排出量は2011年から2012年に1.6％増加し、その要因としては石
炭火力発電が3.4％・褐炭火力発電が5.1％増加したことが主因”（ドイ
ツ・アルトマイヤー環境大臣のコメント）（参照：国際環境経済研究所
，「岐路に立つドイツの再エネ政策」） 

 

2. 経済特性：『再エネ推進による経済合理性の享受』 
• ”2013年の再エネ買取費用5792億円，化石燃料削減効果3257億円(石
油換算)，CO2削減効果1234万トン(石油換算)”（参照：自然エネルギー
財団，「固定価格買取制度2年の成果と自然エネルギー政策の課題」） 

• 仮に上記数字から、CO2を1t削減するためのコストを計算しても、（再
エネ買取費用-化石燃料削減効果）÷CO2削減量）＝20,542円/t−CO2 
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2.エネルギー基本計画との整合 
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参照：資源エネルギー庁 第4回新エネルギー小委員会｢直近の認定量が全て運転開始した場合の賦課金等について」 

≒ 

再エネ認定案件が運転開始した場合の発電電力量および設備容量（kWh，kW） 

10202億kWh 10190億kWh 10474億kWh 9383億kWh 発電電力量の合計→ 

全て運開時に2013年発電電力量合計の21.5％，エネ基の導入目標量2140億kWhに近似 

設備容量（kW）で約75％あるも，発電電力量（kWh）で2割程度しか発電できない 



3. バックアップ電源による発電コストの上昇 
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4.賦課金・その他費用負担の見通し 
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参照：資源エネルギー庁 第4回新エネルギー小委員会 「直近の認定量が全て運転開始した場合の賦課金等について」 
参照：総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態および世帯数のポイント（平成25年3月31日現在）」 

3.12円/kWhに到達するまでの時間的猶予あり，設備認定された全てが運転開始しない
場合は減少…しかしながら，系統増強・蓄電池設置による大幅な増加の可能性あり 

20年間で約52.5兆円の負担は，
国民一人あたり約41万円，世帯
あたり約96万円の負担 

非住宅太陽光だけで、
約44.3兆円の負担 



5.弊社の電力コスト上昇事例 
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弊社の電力量単価推移（2012.07〜2014.08） 

2年間で，電気代は電力量単価の値上げ・燃料調整費上昇により約3割上昇 



5.弊社の電力コスト上昇事例（cont’d） 
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弊社の過去2年間の電力料金推移および賦課金・電力単価上昇後の試算 

電力量単価・賦課金の上昇により約45％の電力コスト増加の可能性あり 



6.弊社の太陽光発電導入計画（未実施） 
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2013年に太陽光発電導入計画として弊社に持ち込まれた事例 

23,225,929円（20年間の発電コスト）÷1,029,520kWh（20年間の総発電量）
=22.6円/kWh（2013年の売電単価は36円/kWh） 



7. 急拡大するメガソーラーに対する各地商工会議所の意見 
【平成26年6月26日：総合政策委員会（少子化対策と地域活性化に関する議論の中で）】 
耕作放棄地のメガソーラーが増え、伊方原発一基分にもなったと地元紙に報道。農業の生産能力を上げていく
ことが今後重要だが、もうこの土地は恐らく二度と農地としては使えない。売電はできるが、それ以上のもの
は何も生まない。設置時には投資が必要だが、その後は労働力（雇用）を必要としなくなる。地域において経
済の活性化を図るには、人の手間のかかる仕事、労働力を必要とする仕事を増やす必要がある。（徳島） 
 
【平成26年7月16日：夏季政策懇談会（少子化対策と地域活性化に関する議論の中で）】 
再生エネルギーといっても、多くは太陽光が占める。太陽光はコストが高くつく。エネルギーのベストミック
スを考えるうえで、原発の再稼働は必要であり、同時に、再生可能エネルギーを含めてバランス良くやってい
けるよう研究開発を促進する必要がある。（宇部） 
 
【平成26年10月15日：エネルギー・環境委員会（エネルギー政策に関する質疑応答の中で）】 
一般家庭は電気料金が１９．４％上昇したとのことだが、九州のごく一般の家庭では２２パーセント上昇して
いた。オフィスや工場は３０％上がっていた。今の状況が続いた場合、中小企業は設備投資や人件費を増やせ
ず、経済の好循環を実現することはできないのではないか。大分ではメガソーラーの建設が着々と進んでおり
、これに支払う賦課金は中小企業や一般家庭が負担している。再生可能エネルギーによる発電をビジネスにす
るのはいかがなものか。メガソーラーの建設にぜひともメスを入れてほしい。（大分） 
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 各地においても地球温暖化対策の重要性は十分に認識している。太陽光発電余剰電力買取制度が始まる前
から、自主的な地球温暖化対策として、商工会館に太陽光発電設備を設置し、会員企業への普及に取り組ん
できた商工会議所の事例もある。しかしながら、日本経済、地域経済を総合的に考える立場からは、メガソ
ーラーの急拡大を懸念する声が多い。 



8. 日本商工会議所からの提言 
【基本的視点】 

①再生可能エネルギーの導入推進と国民負担の抑制を
最適な形で両立させる 

②国民負担とその負担による効果について国民に説明し、
許容可能な国民負担の程度について合意を得る 

③許容可能な国民負担の範囲内で、より安価で安定的な
電源から導入を推進する 
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制度見直し案の詳細については、別紙 
「再生可能エネルギー固定価格買取制
度の見直しについて」参照 
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